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広島市長　　松　井　一　實

広島市長　　松　井　一　實

規 則

広島市告示第１号　

令和５年１月４日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項及び第

５３条第１項に規定する指定居宅サービス事業者及び指定介護予

防サービス事業者として次に掲げる者を指定したので、同法第７

８条第１号及び第１１５条の１０第１号の規定により告示しま

す。

　指定年月日　令和５年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第２号　

令和５年１月４日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項に規定

する指定居宅介護支援事業者として次に掲げる者を指定したの

で、同法第８５条第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和５年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社ｍａ
ｋｏｔｏｎｏ

訪 問 介 護 ス
テーションい
んくる

広島市南区西
本浦町１１番
８号

訪問介護

ＡｒｋＰｒｏ
ｊｅｃｔｓ合
同会社

アーク訪問介
護事業所

広島市安佐南
区東野一丁目
２１番３１－
１０１号

訪問介護

トラパンダ合
同会社

ねこりんご訪
問介護事業所

広島市安佐南
区伴東七丁目
４１番１２号

訪問介護

株式会社ＣＥ
ＬＥＢＲＡＴ
ＩＯＮ

風香る訪問看
護

広島市南区丹
町６０番９
号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

広島医療生活
協同組合

訪 問 看 護 ス
テーションふ
れあい協同

広島市安佐南
区西原九丁目
８番２２号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

株式会社ダイ
キ

訪 問 看 護 ス
テーション古
の市

広島市安佐南
区古市三丁目
５番３号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

株式会社イン
デックス

訪 問 看 護 ス
テーション咲
しあ

広島市佐伯区
皆賀二丁目６
番１７－３０
２号

訪問看護及び介
護予防訪問看護

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社Ｔｒ
ｉｇｇｅｒ

Ｒｅ．Ｓｔａ
ｒｔ

広島市西区南
観音二丁目５
番２４号沖ビ
ル２０３号

居宅介護支援

株式会社ダイ
キ

居宅介護支援
事業所古の市

広島市安佐南
区古市三丁目 居宅介護支援

告 示
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５番３号



広島市告示第３号　

令和５年１月４日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項及

び第５４条の２第１項に規定する指定地域密着型サービス事業者

又は指定地域密着型介護予防サービス事業者として次に掲げる者

を指定したので、同法第７８条の１１第１号又は第１１５条の２

０第１号の規定により告示します。

　指定年月日　令和５年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第４号　

令和５年１月４日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の４５の３

第１項に規定する指定事業者として次に掲げる者を指定したの

で、広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関

する要綱第７条第１項の規定により告示します。

　指定年月日　令和５年１月１日

広島市長　　松　井　一　實　

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

広島医療生活
協同組合

定期巡回ふれ
あい協同

広島市安佐南
区西原九丁目
８番２２号

定期巡回・随時
対応型訪問介護
看護

株式会社ダイ
キ

デイサービス
センター古の
市

広島市安佐南
区古市三丁目
５番２号広島
畳材ＨＪビル
１階

地域密着型通所
介護

株式会社ダイ
キ

グループホー
ム古の市

広島市安佐南
区古市三丁目
５番３号広島
畳材Ｖビル３
階・４階

認知症対応型共
同生活介護及び
介護予防認知症
対応型共同生活
介護

事業者 事業所
サービスの種類

名称 名称 所在地

株式会社ｍａ
ｋｏｔｏｎｏ

訪 問 介 護 ス
テーションい
んくる

広島市南区西
本浦町１１番
８号

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

ＡｒｋＰｒｏ
ｊｅｃｔｓ合
同会社

アーク訪問介
護事業所

広島市安佐南
区東野一丁目
２１番３１－
１０１号

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

トラパンダ合
同会社

ねこりんご訪
問介護事業所

広島市安佐南
区伴東七丁目
４１番１２号

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ
ス

有限会社かえ
で

ヘ ル パ ー ス
テーションか
えで

広島県廿日市
市原１２６７
番地２７７

訪問介護サービ
ス、生活援助特
化型訪問サービ



広島市告示第５号　

令和５年１月６日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関を指定したので、生活保護法第

５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第６号　

令和５年１月６日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から廃止の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第７号　

令和５年１月６日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第８号　

令和５年１月１０日　

　開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

名称 所在地 指定年月日 指定有効期限

井上クリニッ
ク

広島市佐伯区五
日市中央二丁目
８－３５

令和４年１２
月１日

令和１０年１
１月３０日

ス

株式会社ダイ
キ

デイサービス
センター古の
市

広島市安佐南
区古市三丁目
５番２号広島
畳材ＨＪビル
１階

１日型デイサー
ビス
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します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　広島市佐伯区千同三丁目の１２２７番１及び１２２８番５

２　開発面積

　　２５４．５５㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

　　広島市佐伯区坪井二丁目１１２３番２

　　アプローズ坪井Ｂ２０２

　　福岡　直樹・福岡　広子

４　検査済証交付年月日

　　令和５年１月１０日



広島市告示第９号　

令和５年１月１１日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第１０号　

令和５年１月１１日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残

留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等

及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０

号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための医療を担当

する機関として、次に掲げる機関の指定の更新をしたので、生活

保護法第５５条の３第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる機関　略



広島市告示第１１号　

令和５年１月１３日　

　以下の者について、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号）第３０条の１１第１項の確認をしましたので、同法第５

８条の１１第１号の規定により公示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　子ども・子育て支援施設等の種類

　　児童福祉法第５９条の２第１項に規定する認可外保育施設

（第７条第１０項第４号関係）

２　特定子ども・子育て支援提供者の名称、提供する施設又は事

業所の名称及び所在地

　　別紙のとおり

３　確認年月日

　　令和５年１月５日

別紙　略



広島市告示第１２号　

令和５年１月１３日　

　広島市公印管理規則（昭和２７年広島市規則第３９号）第９条

第１項及び第２項の規定に基づき、次の文書については、印影の

印刷により公印の押なつに代えることを承認したので、告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第１３号　

令和５年１月１６日　

　次の者を指定納付受託者に指定したので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２３１条の２の３第２項の定めるところに

より、告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定納付受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地

　　名称　ＳＢペイメントサービス株式会社

　　代表者の氏名　代表取締役社長兼ＣＥＯ　榛葉　淳

　　主たる事務所の所在地　東京都港区海岸１丁目７番１号

　　　　　　　　　　　　　東京ポートシティ竹芝オフィスタ

ワー

２　指定納付受託者の対象とする収入

　　株式会社グラファーが提供するＧｒａｆｆｅｒスマート申請

を利用して納付される証明書発行手数料、郵送料、使用料及び

諸収入

３　指定納付受託者の指定をした日

　　令和５年１月１６日



広島市告示第１４号　

令和５年１月１７日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第２

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

文書名
印影を印刷する

公印の名称

持続可能な地域公共交通ネットワークの再構
築に関する要望書

市長印



―６―　第１１１３号 令和５年２月２８日広 島 市 報

　　名　称　ＤＣＭ・ひまわり可部店

　　所在地　広島市安佐北区亀山二丁目９２５番８ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　大和重工株式会社

　　代表取締役　田中　宏典

　　広島市安佐北区可部一丁目２１番２３号

　　株式会社ププレひまわり

　　代表取締役　梶原　聡一

　　広島県福山市西新涯町二丁目１０番１１号

３　変更事項

　　大規摸小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　　ア　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び

閉店時刻　略

　　イ　来客が駐車場を利用することのできる時間帯　略

　　ウ　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間

帯　略

４　変更年月日

　　令和５年２月２１日

５　届出年月日

　　令和５年１月１７日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市安佐北区可部四丁目１３番１３号

　　　広島市安佐北区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧機関

　　　令和５年１月１７日から令和５年５月１７日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年５月１７日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第１５号　

令和５年１月２０日　

　公共下水道の供用を次のとおり開始するので、下水道法（昭和

３３年法律第７９号）第９条第１項の規定により告示します。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和５年１月２０日

２　下水を排除する区域及び排水施設の方式

　　別紙のとおり。

３　供用を開始する排水施設の位置

　　下水道局施設部計画調整課において縦覧に供する関係図面の

とおり。

（別　紙）



広島市告示第１６号　

令和５年１月２０日　

　公共下水道及び流域下水道の終末処理場による下水の処理を、

次のとおり開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）

第９条第２項において準用する同条第１項の規定により告示しま

す。

　なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　下水の処理を開始する年月日

　　令和５年１月２０日

２　下水を処理する区域並びに終末処理場の位置及び名称

　　別紙のとおり。

（別　紙）

区分
下水を排除する区域 排水施設

の方式区名 町名

汚水及び
雨水を排除

南区 青崎二丁目の一部

分流

安佐南区
西原二丁目、長束五丁目及
び山本五丁目の各一部

汚水を排除

安佐北区
三入南一丁目及び亀山三丁
目の各一部

安芸区 瀬野五丁目の一部

佐伯区
五日市町大字石内、五日市
町大字上河内及び五日市町
大字下河内の各一部

下水を処理する区域 終末処理場の位置
及び名称区名 町名

安佐南区
西原二丁目、長束五丁目及
び山本五丁目の各一部

位置：広島市西区扇一
丁目１番１号

名称：広島市西部水資
源再生センター

安佐北区
三入南一丁目及び亀山三丁
目の各一部

佐伯区
五日市町大字石内、五日市
町大字上河内、五日市町大
字下河内の各一部

南区 青崎二丁目の一部
位置：広島市南区向洋

沖町１番１号
名称：太田川流域下水

道東部浄化セン安芸区 瀬野五丁目の一部



第１１１３号　―７―令和５年２月２８日 広 島 市 報

ター



広島市告示第１７号　

令和５年１月２０日　

　農業集落排水処理施設の供用を次のとおり開始するので、広島

市下水道条例（昭和４７年広島市条例第９６号）第２１条第２項

の規定により告示します。

なお、関係図面は、下水道局施設部計画調整課において縦覧に供

します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　供用を開始する年月日

　　令和５年１月２０日

２　汚水を排除し、及び処理する区域並びに排水処理施設の名称



広島市告示第１８号　

令和５年１月２０日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条第１項及び

中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律

第３０号）第１４条第４項の規定により、医療扶助のための施術

者として次に掲げる者を指定したので、生活保護法第５５条の３

第１号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第１９号　

令和５年１月２０日　

　広島市市税条例（昭和２９年広島市条例第２５号）第３４条の

６第１項第３号の寄附金として、平成２１年６月２５日付け広島

市告示第２７９号において指定を行った次の者に対する寄附金に

関して、令和４年４月１日以後に支出された寄附金については当

該指定を取り消したので、同条第５項の規定により告示する。

広島市長　　松　井　一　實　

汚水を排除し、
及び処理する区域

排水処理施設の名称

白木町大字小越の一部
井原高南農業集落排水処理施
設

阿戸町の一部 阿戸農業集落排水処理施設

名称 所在地 取り消しの理由

社会福祉法人
広島市中区社
会福祉協議会

広島市中区大
手町四丁目１
番１号

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた
め

社会福祉法人
広島市東区社
会福祉協議会

広島市東区東
蟹屋町９番３
４号

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた
め

社会福祉法人
広島市南区社

広島市南区皆
実町一丁目４

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた

会福祉協議会 番４６号 め

社会福祉法人
広島市西区社
会福祉協議会

広島市西区福
島町二丁目２
４番１号

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた
め

社会福祉法人
広島市安佐南
区社会福祉協
議会

広島市安佐南
区中須一丁目
３８番１３号

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた
め

社会福祉法人
広島市安佐北
区社会福祉協
議会

広島市安佐北
区可部三丁目
１９番２２号

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた
め

社会福祉法人
広島市安芸区
社会福祉協議
会

広島市安芸区
船越南三丁目
２番１６号

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた
め

社会福祉法人
広島市佐伯区
社会福祉協議
会

広島市佐伯区
海老園一丁目
４番５号

社会福祉法人広島市社会福祉協
議会との合併により消滅したた
め



広島市告示第２０号　

令和５年１月２３日　

　開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　広島市南区の西本浦町の１番９並びに本浦町の１５番１、１

５番２、１５番３、１５番４の一部、３３４番２の一部、３３

４番１２の一部、甲３３４番及び乙３３４番１

２　開発面積

　　９，１６６．２０㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

　　広島市安佐南区上安六丁目３１番１号

　　社会福祉法人ＩＧＬ学園福祉会

　　理事長　永見　憲吾

４　検査済証交付年月日

　　令和５年１月２３日



広島市告示第２１号　

令和５年１月２４日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１

項の規定により大規模小売店舗の新設の届出があったので、同条

第３項の規定により、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　ドラッグコスモス吉島新町店

　　所在地　広島市中区吉島新町一丁目８９０番の一部

２　大規模小売店舗を設置する者

　　株式会社コスモス薬品



―８―　第１１１３号 令和５年２月２８日広 島 市 報

　　代表取締役　横山　英昭

　　福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

　　第一福岡ビルＳ館４階

３　大規模小売店舗において小売業を行う者

　　株式会社コスモス薬品

　　代表取締役　横山　英昭

　　福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番１号

　　第一福岡ビルＳ館４階

４　大規模小売店舗の新設をする日

　　令和５年９月２４日

５　大規模小売店舗内の店舗面積の合計

　　１，３１６平方メートル

６　大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

　　駐車場の位置及び収容台数　略

　　駐輪場の位置及び収容台数　略

　　荷さばき施設の位置及び面積　略

　　廃棄物等の保管施設の位置及び容量　略

７　大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

　　大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

　　ア　開店時刻：午前９時

　　イ　閉店時刻：午後１０時

　　来客が駐車場を利用することができる時間帯

　　　午前８時３０分から午後１０時３０分まで

　　駐車場の自動車の出入口の数及び位置　略

　　荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

　　　午前６時から午後１０時まで

８　届出年月日

　　令和５年１月２３日

９　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区役所市民部区政調整課

１０　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和５年１月２４日から令和５年５月２４日まで。ただ

し、広島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９

号）第１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

１１　意見書の提出

　　大規摸小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

１２　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年５月２４日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示第２２号　

令和５年１月２４日　

　開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　広島市安佐北区三入三丁目の２１２番１、２１３番１、２１

３番２の一部、２１４番１、２１４番３の一部、２１５番１、

２１５番２、２１６番、２２１番１、２２１番２、２２４番の

一部、２２５番１の一部及び２２５番２の一部

２　開発面積

　　２，８０９．５２㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

　　東京都西東京市北原町三丁目２番２２号

　　株式会社アーネストワン

　　代表取締役　松林　重行

４　検査済証交付年月日

　　令和５年１月２４日



広島市告示第２３号　

令和５年１月２４日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条又は第１１条の規定に基づき保管してい

る自転車等について、所有権を取得したので告示します。

　なお、関係台帳は、広島市道路交通局自転車都市づくり推進課

において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示第２４号　

令和５年１月２５日　

　生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中

国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦

人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号）第１４条第４項の規定により、次に掲げる指定医療機関

から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の３第２号の

規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる指定医療機関　略



広島市告示第２５号　



第１１１３号　―９―令和５年２月２８日 広 島 市 報

令和５年１月２７日　

　広島市市営住宅等条例（平成９年広島市条例第３５号）第１４

条の規定に基づき、市営住宅の家賃を次のとおり変更します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　変更内容（対象住宅、変更後の家賃）

　　別紙のとおり。

２　変更期間

　　令和５年２月１日から令和５年３月３１日まで

３　変更理由

　　浴槽・風呂釜設置等

別紙　略



広島市告示第２６号　

令和５年１月３１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条第２項の規定

により、次に掲げる者から指定居宅サービス事業の廃止の届出が

あったので、同法第７８条第２号の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第２７号　

令和５年１月３１日　

　介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の５第２項の

規定により、次に掲げる者から指定地域密着型サービス事業の廃

止の届出があったので、同法第７８条の１１第２号の規定により

告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第２８号　

令和５年１月３１日　

　広島市介護予防・日常生活支援総合事業の事業者指定等に関す

る要綱第６条第５項の規定により、次に掲げる者から指定事業者

の廃止の届出があったので、同要綱第７条第１項の規定により告

示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次に掲げる者　略



広島市告示第２９号　

令和５年１月３１日　

　次の者を指定納付受託者に指定したので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２３１条の２の３第２項の定めるところに

より告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定納付受託者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所

在地

　　名称　株式会社ＤＧフィナンシャルテクノロジー

　　代表者の氏名　代表取締役　篠　寛

　　主たる事務所の所在地　東京都渋谷区恵比寿南三丁目５番７

号

２　指定納付受託者に納付させる歳入の種類

　　入学者選抜料（中等教育学校分を除く。）

３　指定納付受託者の指定をした日

　　令和５年１月２５日

４　指定納付受託者に歳入を納付させる期間

　　令和５年１月２５日から同年３月３１日まで



広島市告示第３０号　

令和５年１月３１日　

　開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第３６条第３項の規定により次のとおり公告

します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　開発区域又は工区に含まれる地域の名称

　　広島市安芸区瀬野四丁目の１６３８番１の一部、１６４０番

１、１６４１番１、１６４２番１、１６４２番４、１６４２番

５、１６４４番１及び１６４４番５

２　開発面積

　　８，４１６．２７㎡

３　許可を受けた者の住所及び氏名

　　山口県柳井市余田３６２６番地の２

　　医療法人　松栄会

　　理事長　坂本　達哉

４　検査済証交付年月日

　　令和５年１月３１日



広島市告示第３１号　

令和５年１月３１日　

　大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１

項の規定により大規模小売店舗の届出事項の変更の届出があった

ので、同条第３項において準用する同法第５条第３項の規定によ

り、次のとおり公告します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　　名　称　エブリイ舟入南店

　　所在地　広島市中区舟入南一丁目６７４番９　ほか

２　大規模小売店舗を設置する者

　　三菱ＨＣキャピタルプロパティ株式会社

　　代表取締役　西喜多　浩

　　東京都千代田区丸の内一丁目６番５号

３　変更事項



―１０―　第１１１３号 令和５年２月２８日広 島 市 報

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名　略

４　変更年月日

　　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

　　令和４年４月１日

５　届出年月日

　　令和５年１月３０日

６　届出書の縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　　広島市中区役所市民部区政調整課

７　届出書の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯

　　縦覧期間

　　　令和５年１月３１日から同年５月３１日まで。ただし、広

島市の休日を定める条例（平成３年広島市条例第４９号）第

１条第１項に規定する休日を除く。

　　縦覧のできる時間帯

　　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

８　意見書の提出

　　大規模小売店舗立地法第８条第２項の規定により、当該大規

模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持の

ために配慮すべき事項について意見を有する者は、この公告の

日から４月以内に限り、広島市に対し、意見書の提出により、

これを述べることができます。

９　意見書の提出期限及び提出先

　　提出期限　令和５年５月３１日

　　提出先

　　　〒７３０－８５８６

　　　広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号

　　　広島市経済観光局産業振興部商業振興課



広島市告示（中区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ３ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和５年１月７日に広島市西部自転車等保管所へ

移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ３ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（中区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ８ 日　

　道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３３条第２項第３号の

規定に基づき、利便増進誘導区域を指定するので、同条第４項の

規定により公示する。

　その関係図面は、令和５年１月１９日から、３０日間一般の縦

覧に供する。

広島市長　　松　井　一　實　

１．利便増進誘導区域の指定日

　　令和５年２月２０日

２．道路の種類及び路線名

　　市道　中１区紙屋町地下歩道２号線（紙屋町シャレオ）

３．利便増進誘導区域として指定する場所（別紙参照）

　　広島市中区大手町一丁目地下街３０１号から同区紙屋町一丁

目地下街３０７号までの間

４．図面縦覧場所

　　広島市中区国泰寺町一丁目４番２１号

　　中区役所建設部維持管理課

別紙　略



広島市告示（中区）第４号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和５年１月１７日に広島市西部自転車等保管所

へ移動させたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第５号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　



第１１１３号　―１１―令和５年２月２８日 広 島 市 報

次のとおり　略



広島市告示（中区）第６号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ７ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間駐車されていた下記自転車

等については、令和５年１月２３日に広島市西部自転車等保管所

へ移動させたので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（中区）第７号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、広島市西部自転車等保管所において保管した

ので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ １ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月１１日から令和５年１月２５日

まで広島市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ １ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月１１日から令和５年１月２５日

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
東１区
９６号
線

東区上温品
二丁目１４
５番地３１
地先から
東区温品町
字蛇抜１０
１４４番地
２地先まで

旧

メートル
5.80
～

5.80

メートル

69.60

新

メートル
9.60
～

29.40

メートル

69.60

まで広島市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供し

ます。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第４号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第５号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（東区）第６号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　広島駅北口第三自転車等駐車場に、長期間駐車されていた下記

自転車等については、令和５年１月１３日に広島市西部自転車等

保管所へ移動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
東１区
９６号
線

東区上温品二丁目１４５番
地３１地先から
東区温品町字蛇抜１０１４
４番地２地先まで

令和５年１月１
１日



―１２―　第１１１３号 令和５年２月２８日広 島 市 報

下記　略



広島市告示（東区）第７号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２４日から同年２月７日まで広

島市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第８号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２４日から同年２月７日まで広

島市東区役所建設部維持管理課において一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（東区）第９号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ５ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車を撤去し、広

島市西部自転車等保管所において保管したので、同条例第１２条

第１項の規定により次のとおり告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（南区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
東４区
１２３
号線

東区牛田早
稲田二丁目
５５４番地
１地先から
東区牛田早
稲田二丁目
５５４番地
１地先まで

旧

メートル
2.10
～

4.00

メートル

28.50

新

メートル
3.10
～

4.50

メートル

28.50

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
東４区
１２３
号線

東区牛田早稲田二丁目５５
４番地１地先から
東区牛田早稲田二丁目５５
４番地１地先まで

令和５年１月２
４日

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ １ 日　

　稲荷町Ａ駐輪場に、長期間駐車されていた下記の自転車等につ

いては、令和５年１月１０日に広島市西部自転車等保管所へ移動

したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ６ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第４号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ６ 日　

　広島駅南口第三Ａ駐輪場に、長期間駐車されていた下記の自転

車等については、令和５年１月１３日に広島市西部自転車等保管

所へ移動したので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第５号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第６号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　





第１１１３号　―１３―令和５年２月２８日 広 島 市 報

広島市告示（南区）第７号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　青崎駐輪場に、長期間駐車されていた下記の自転車等について

は、令和５年１月２３日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので、告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

下記　略



広島市告示（南区）第８号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２４日から同年２月７日まで南

区役所建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第９号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２４日から同年２月７日まで南

区役所建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（南区）第１０号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

道路の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
南４区
３２７
号線

南区楠町
２０４番３
地先から
南区楠町
２０４番３
地先まで

旧

メートル
9.40
～

27.80

メートル

57.60

新

メートル
9.40
～

27.80

メートル

57.60

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道
南４区
３２７
号線

南区楠町２０４番３地先
から
南区楠町２０４番３地先
まで

令和５年１月２
４日



広島市告示（南区）第１１号　

令 和 ５ 年 １ 月 ３ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（西区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ １ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略



広島市告示（西区）第４号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項又は第１１条第２項の規定により

別表の自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定

により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別表　略





―１４―　第１１１３号 令和５年２月２８日広 島 市 報

広島市告示（安佐南区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 ５ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を廃止しま

す。

　その関係図面は、令和５年１月５日から令和５年１月１９日ま

で、広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の縦

覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ０ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように廃止しました。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　廃止番号　　　第２４号

２　廃止年月日　　令和５年１月１０日

３　道路の位置　　広島県安佐郡安古市町大字古市字鍛冶垣内１

７６１番地２、１７６２番地２

　　　　　　　　　（広島市安佐南区古市三丁目の１７６１番

２、１７６２番２）

４　幅員及び延長　幅員　４．００メートル

　　　　　　　　　延長　３４．８５メートル



広島市告示（安佐南区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ６ 日　

　長期間駐車されていた自転車等については、令和５年１月１３

日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第４号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ６ 日　

　土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）による事業計画

のある次の道路を、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第

４２条第１項第４号に規定する道路と指定しました。

　この関係書類は、安佐南区役所農林建設部建築課にて一般の縦

覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

区分 路線名等 所在（起点及び終点）

水　路
Ｋ３－Ｅ２－あ―
４－６－２０号水
路

安佐南区相田四丁目６９８番１地
先から安佐南区相田四丁目６９８
番１地先まで

１　指定番号　　　第２号

２　指定年月日　　令和５年１月１６日

３　路線名　　　　広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

９－１号

　　　　　　　　　広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

６－１号～６－１３号

　　　　　　　　　広島市大塚中央土地区画整理事業　特殊道路

４－１号～４－４号

４　指定区間　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

９－１号）

　　　　　　　　　起点・終点　別紙による

　　　　　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

６－１号～６－１３号）

　　　　　　　　　起点・終点　別紙による

　　　　　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　特殊道路

４－１号～４－４号）

　　　　　　　　　起点・終点　別紙による

５　幅員　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

９－１号）　９．０ｍ

　　　　　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

６－１号～６－１３号）　６．０ｍ

　　　　　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　特殊道路

４－１号～４－４号）　４．０ｍ

６　延長　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

９－１号）　３７７．７ｍ

　　　　　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　区画道路

６－１号～６－１３号）　２１３３．９ｍ

　　　　　　　　（広島市大塚中央土地区画整理事業　特殊道路

４－１号～４－４号）　１２１．１ｍ

　　　　　　　　　総延長　　２６３３．７ｍ

別紙　略



広島市告示（安佐南区）第５号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のように指定しました。

　この関係図書は、広島市安佐南区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第２５号

２　指定年月日　　令和５年１月１７日

３　道路の位置　　広島市安佐南区緑井八丁目の２２８番２の一

部、２３４番の一部、２３５番の一部及び３

０６３番７の一部、広島市安佐南区八木三丁

目３０７２番１３の一部及び３０７２番１３

地先里道水路

４　幅員及び延長　幅員　５．００メートル

　　　　　　　　　延長　２８．４９メートル



第１１１３号　―１５―令和５年２月２８日 広 島 市 報



広島市告示（安佐南区）第６号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ９ 日　

　都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定に基

づき、都市公園を次のとおり設置します。

　その関係図書は、令和５年２月２日まで広島市安佐南区役所農

林建設部維持管理課において縦覧します。

広島市長　　松　井　一　實　

記

別図　略



広島市告示（安佐南区）第７号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　次のとおり路線名等を定める法定外公共物の指定を変更しま

す。

　その関係図面は、令和５年１月２４日から同年２月７日まで、

広島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に

供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第８号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ５ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２５日から同年２月８日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

名称 所在地
供用開始の

期日
区域

沼田公園
広島市安佐南区伴東七
丁目５６９７番ほか５
筆

令和５年１
月１９日

別図の
とおり

区分
新旧
別

路線名等 所在（起点及び終点）

水　路

旧 Ｋ３－Ｅ２－
か―７－１６
－２５号水路

上安七丁目６９７番１０地先か
ら７２４番１地先まで

新
上安七丁目６９７番１０地先か
ら７２８番１地先まで

道路の
種類

路線名 変更区間
新旧
別

幅員
（ｍ）

延長
（ｍ）

市　道

安佐南
２区３
４０号
線

安佐南区安
東二丁目１
７６３番地
７地先から
安佐南区安
東二丁目１
７６３番地
６地先まで

旧
4.00
～

4.30
16.10

新
4.30
～

4.40
16.10



広島市告示（安佐南区）第９号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ５ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２５日から同年２月８日まで広

島市安佐南区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐南区）第１０号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ７ 日　

　長期間駐車されていた自転車等については、令和５年１月２６

日に広島市西部自転車等保管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日　

　安佐北区の無料駐輪場内に、長期間駐車されていた別紙の自転

車等については、令和４年１２月２２日に広島市西部自転車等保

管所へ移動したので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（安佐北区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により、令和４年１２月２

２日に別紙のとおり自転車等を撤去し、保管したので、同条例第

１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（安佐北区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ０ 日　

道路の
種類

路線名 供用開始区間 供用開始の期日

市　道

安佐南
２区３
４０号
線

安佐南区安東二丁目１７６
３番地７地先から
安佐南区安東二丁目１７６
３番地６地先まで

令和５年１月２
５日



―１６―　第１１１３号 令和５年２月２８日広 島 市 報

　次のとおり市街化区域内の水路を指定します。

　その関係図面は、令和５年１月１０日から同月２４日まで、広

島市安佐北区役所農林建設部維持管理課において一般の縦覧に供

します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安佐北区）第４号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ３ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は、広島市安佐北区役所農林建設部建築課におい

て一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１．指定番号　　　第１０号

２．指定年月日　　令和５年１月１３日

３．道路の位置　　広島市安佐北区口田南七丁目の１８９４番２

の一部及び１８９９番７の一部

４．幅員及び延長　幅員　４．００～４．５０メートル

　　　　　　　　　延長　２６．８２メートル



広島市告示（安芸区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等

は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（安芸区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（安芸区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日　

　本市が管理する駐輪場内に、長期間放置されていた自転車等

は、広島市西部自転車等保管所へ移動したので次のとおり告示し

区分 水路名 所在（起点及び終点）

水　路
Ｋ３－Ｆ２－Ｈ下
原－２０－４２号
水路

安佐北区深川一丁目８９８番３地
先から同所８９８番３地先まで

ます。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（安芸区）第４号　

令 和 ５ 年 １ 月 ４ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項及び第１１条第２項の規定により

自転車等を撤去し、保管したので、同条例第１２条の規定により

告示します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ２ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１１条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第３号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　広島市五日市駅北口自転車等駐車場及び広島市五日市駅南口自

転車等駐車場内に、長期間駐車されていた別紙自転車等について

は、令和５年１月１７日に広島市西部自転車等保管所へ移動した

ので告示します。

　なお、今後相当の間保管した後、申出のない自転車等について

は、処分します。

広島市長　　松　井　一　實　

別紙　略



広島市告示（佐伯区）第４号　



第１１１３号　―１７―令和５年２月２８日 広 島 市 報

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日　

　広島市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年広島市

条例第９８号）第１０条第２項の規定により自転車等を撤去し、

保管したので、同条例第１２条の規定により次のとおり告示しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

次のとおり　略



広島市告示（佐伯区）第５号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ３ 日　

　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５

号の規定による道路の位置を次のとおり指定しました。

　この関係図書は、広島市佐伯区役所農林建設部建築課において

一般の縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

１　指定番号　　　第５号

２　指定年月日　　令和５年１月２３日

３　道路の位置　　広島市佐伯区千同三丁目３１１番１の一部

４　幅員及び延長　幅員　４．０メートル

　　　　　　　　　延長　２６．７６メートル



広島市告示（佐伯区）第６号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２４日から同年２月７日まで広

島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第７号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月２４日から同年２月７日まで広

島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供します。

広島市長　　松　井　一　實　

路線の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

県　道

主要地
方道五
日市筒
賀線

佐伯区五日
市町大字下
河内字川坂
２番地３地
先から
佐伯区五日
市町大字下
河内字川坂
３番地２地
先まで

旧

メートル

8.72

メートル

41.30

新

メートル

9.00

メートル

41.30



広島市告示（佐伯区）第８号　

令 和 ５ 年 １ 月 ３ ０ 日　

　道路の区域を次のように変更するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月３０日から同年２月１３日まで

広島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　



広島市告示（佐伯区）第９号　

令 和 ５ 年 １ 月 ３ ０ 日　

　道路の供用を次のように開始するので、道路法（昭和２７年法

律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき告示します。

　その関係図面は、令和５年１月３０日から同年２月１３日まで

広島市佐伯区役所農林建設部維持管理課において縦覧に供しま

す。

広島市長　　松　井　一　實　

広島市南区告示第１号　

令和５年１月２０日　

　下記の者について、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１

号）第８条及び住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２

号）第１２条第１項の規定により職権で処理をしたので、同条第

４項の規定により公示する。

路線の
種類

路線名 変更区間
旧新
別

敷地の幅員 敷地の延長

市　道
佐伯３
区６８
号線

佐伯区三宅
三丁目８７
５番地１地
先から
佐伯区三宅
三丁目８７
５番地１地
先まで

旧

メートル

4.00

メートル

14.01

新

メートル

6.00

メートル

14.01

路線の
種類

路線名 供用開始 供用開始の期日

市　道
佐伯３
区６８
号線

佐伯区三宅三丁目８７５番
地１地先から
佐伯区三宅三丁目８７５番
地１地先まで

令和５年１月３
０日

区 告 示

路線の
種類

路線名 供用開始 供用開始の期日

県　道

主要地
方道五
日市筒
賀線

佐伯区五日市町大字下河内
字川坂２番地３地先から
佐伯区五日市町大字下河内
字川坂３番地２地先まで

令和５年１月２
４日



―１８―　第１１１３号 令和５年２月２８日広 島 市 報

広島市南区長　　西　本　和　弘　

記

広島市中区選挙管理委員会告示第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日　

　昭和５５年広島市中区選挙管理委員会告示第４号により定め、

平成２年広島市中区選挙管理委員会告示第２８号により変更した

広島市中区の投票区の設置の告示中、表の一部を別紙のとおり変

更しました。

広島市中区選挙管理委員会　

委員長　　中　村　信　介　

別紙

１　変更する投票区

２　施行年月日

　　令和５年３月１日



広島市中区選挙管理委員会告示第２号　

氏名 住民票の住所 職権処理の内容

植野　康則
広島県広島市南区宇品海岸二
丁目１４番４－７０３号

消除

区 選 管 告 示

変更前 変更後

備考投票
区名

投票区の区域
投票
区名

投票区の区域

中島
投票
区

中島町、加古町、住
吉町、羽衣町（１番
～ ８ 番 ）、 吉 島 町
（１番～１０番）

中島
投票
区

中島町、加古町、住
吉町、羽衣町（１番
～８番）

吉島
第一
投票
区

羽 衣 町（ た だ し、
中 島 投 票 区 分 を 除
く。）、吉島町（た
だし、中島投票区分
を除く。）、吉島東
一 丁 目、 吉 島 東 二
丁 目（ １ 番 ～ １ ６
番 ）、 吉 島 西 一 丁
目、吉島西二丁目、
吉島西三丁目（１番
～４番）

吉島
第一
投票
区

吉島東一丁目（１５
番～２３番、２４番
１号～３０号、２５
番～２７番）、吉島
東二丁目（１番～１
６番）、吉島西一丁
目（１７番４号～３
２号、１８番～３１
番）、吉島西二丁目
（２番１３号～３０
号、 ６ 番 ２ 号 ～ １
２ 号、 ８ 番 ～ １ ７
番）、吉島西三丁目
（１番～４番）

吉島
第四
投票
区

羽 衣 町（ た だ し、
中 島 投 票 区 分 を 除
く。）、吉島町、吉
島 東 一 丁 目（ た だ
し、吉島第一投票区
分を除く。）、吉島
西一丁目（ただし、
吉島第一投票区分を
除く。）、吉島西二
丁目（ただし、吉島
第 一 投 票 区 分 を 除
く。）

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日　

　公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第２６条第１項

の規定により平成１６年広島市中区選挙管理委員会告示第１２号

で定め、平成１７年広島市中区選挙管理委員会告示第１５号によ

り変更した広島市中区の指定投票区及び指定関係投票区の指定の

告示中、表の一部を別紙のとおり変更しました。

広島市中区選挙管理委員会　

委員長　　中　村　信　介　

別紙

１　変更する投票区

２　施行年月日

　　令和５年３月１日

広島市教育委員会告示第１号　

令 和 ５ 年 １ 月 ６ 日　

　広島市教育委員会公印規則（昭和２５年１２月１日広島市教育

委員会規則第４号）第８条第１項の規定に基づき、次の文書につ

いては、印影（電子計算機に記録したものを含む。）の印刷によ

り、公印の押なつに代えることを承認したので、告示します。

広 島 市 教 育 委 員 会　

教育長　　糸　山　　　隆　



広島市教育委員会告示第２号　

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ５ 日　

　広島市教育委員会議（定例会）を次のとおり開催する。

広 島 市 教 育 委 員 会　

変更前 変更後

指定
投票区

指定関係投票区
指定

投票区
指定関係投票区

大手投
票区

白島第一投票区、白島
第二投票区、基町投票
区、幟町投票区、堀川
投票区、袋町投票区、
竹屋投票区、国泰寺投
票 区、 千 田 第 一 投 票
区、千田第二投票区、
中島投票区、吉島第一
投票区、吉島第二投票
区、吉島第三投票区、
広瀬投票区、本川投票
区、神崎投票区、舟入
東投票区、舟入西投票
区、江波第一投票区、
江波第二投票区、江波
第三投票区

大手投
票区

白島第一投票区、白島
第二投票区、基町投票
区、幟町投票区、堀川
投票区、袋町投票区、
竹屋投票区、国泰寺投
票 区、 千 田 第 一 投 票
区、千田第二投票区、
中島投票区、吉島第一
投票区、吉島第二投票
区、吉島第三投票区、
吉島第四投票区、広瀬
投票区、本川投票区、
神崎投票区、舟入東投
票区、舟入西投票区、
江波第一投票区、江波
第二投票区、江波第三
投票区

教育委員会告示

文書名 印影を印刷する公印の名称

広島グッドチャレ
ンジ賞

教育長印



第１１１３号　―１９―令和５年２月２８日 広 島 市 報

教育長　　糸　山　　　隆　

１　日　時　令和５年１月３０日（月）　午前９時

２　場　所　中区役所６階教育委員室

３　議　題

　【公開予定議題】

　　広島市立中央図書館等再整備基本計画の策定について（報

告）

　　青少年センターの機能確保に向けた今後の方向性について

（報告）

　　令和５年広島市二十歳を祝うつどいの開催結果について

（報告）

　【非公開予定議題】

　　市長が作成する議会の議案に対する意見の申出について

（代決報告）

　　広島市社会教育委員の委嘱について（議案）

　　教職員の人事について（議案）

　　事務局職員の人事について（議案）

広島市監査公表第１号　

令和５年１月１２日　

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　山　路　英　男　

同　　　　　　　山　内　正　晃　

　　　包括外部監査の意見に対する対応結果の公表について

　広島市長から監査の意見に対する対応結果について通知があっ

たので、当該通知に係る事項を別紙のとおり公表する。

監査公表

（別紙）

平成２２年度包括外部監査の意見に対する対応結果の公表

（経済観光局）

１　監査意見公表年月日

　　平成２３年２月７日（広島市監査公表第７号）

２　包括外部監査人

　　赤羽　克秀

３　監査意見に対する対応結果通知年月日

　　令和４年１２月２７日（広場食第５４号）

４　監査のテーマ

　　市有財産の有効活用について

５　監査の意見及び対応の内容

未利用地について（中央卸売市場食肉市場）
（所管課：経済観光局中央卸売市場食肉市場）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

　今後の利用計画に関して保育園移転用地以外の部分については、公共施設とし
ての活用について庁内で検討を行うとのことであるが、厳しい財政の中で、新た
な公共施設を建てる場合は、重複・類似・老朽化する公共施設の統廃合とセット
で行い、統廃合により不要となった施設の売却によって新しい公共施設を整備す
べきである。

　旧食肉市場跡地（以下「跡地」という。）の活
用策については、監査の意見を受けて検討するこ
ととした上で、跡地の利用希望について、平成２
３年３月に庁内、国及び県へ照会を行ったとこ
ろ、こども未来局からこれまで検討していた既存
公立保育園の移転から民間保育園の新設へと計画
を変更した上、民間保育園新設用地としての利用
希望があった。このため、跡地の一部について平
成２５年３月に所属替えを行い、平成２７年４月
に民間保育園が開園した。
　その後、平成２９年２月に「広島市公共施設等
総合管理計画」が策定され、この方針に沿って公
共施設の更新の検討を行うこととなり、跡地の利
用希望について、同年６月に庁内、国及び県へ再
度照会を行ったところ、平成３０年１１月に、再
びこども未来局から待機児童対策に向けた民間保
育園用地としての利用希望があった。このため、
令和元年７月に所属替えを行い、令和２年４月に
新たな民間保育園が開園した。
　また、令和元年７月及び令和２年２月に西区役
所から道路用地としての利用希望があったため、
跡地の一部の所属替えを行い、跡地の南側及び西
側の道路の拡幅整備が行われた。加えて、同年６
月にも跡地の一部の所属替えを行い、同年７月に
西区地域福祉センター駐車場が設置された。
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広島市監査公表第２号　

令和５年１月２５日　

広島市監査委員　政　氏　昭　夫　

同　　　　　　　井　戸　陽　子　

同　　　　　　　山　路　英　男　

同　　　　　　　山　内　正　晃　

　　　包括外部監査の意見に対する対応結果の公表について

　広島市水道事業管理者から監査の意見に対する対応結果につい

て通知があったので、当該通知に係る事項を別紙のとおり公表す

る。

　残る跡地については、公募・審査の結果、スー
パーマーケット等の複合施設を提案した企業グ
ループを事業予定者として決定し、令和４年３月
に売買契約の締結、同年４月に引渡しを行った。
　以上により、跡地全部の活用がなされることと
なった。

（別紙）

令和３年度包括外部監査の意見に対する対応結果の公表

（水道局）

１　監査意見公表年月日

　　令和４年１月２７日（広島市監査公表第２号）

２　包括外部監査人

　　中川　和之

３　監査意見に対する対応結果通知年月日

　　令和５年１月２３日（広水財第１１３号～１１６号）

４　監査のテーマ

　　水道事業に関する経営管理について

５　監査の意見及び対応の内容

　　広域連携に係る検証過程と記録の改善について
　　　（所管課：水道局企画総務課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　広島県の「統合による連携」か「統合以外の連携」のいずれを選択するかの問
いかけに対し広島市は「統合以外の連携」を選択決定し、広島県へ回答してい
る。担当者に「統合以外の連携」という結論に至った経緯について例えば統合の
場合の水道料金がどのように変更となるか、現在の水道関連施設、設備について
共同使用となるものあるいは廃止すべきものがあるのか等のシミュレーション資
料を作成しているものと考え、その資料の提示を依頼したところ、該当するよう
な広島市独自の資料の作成・保存は行っていないとのことであった。なお、「統
合以外の連携」の結論は水道局内で考えを取りまとめ、市議会の意見を受けた後
に正式決定を行ったとのことである。

詳細情報
　水道局担当者においては「広島県が進める広域連携とは理念が異なるため、統
合以外の連携を選択した」とのことである。広島県が進める企業団方式と広島市
の単独事業方式の間で理念が異なることは理解できる。その理念を具体的に数値
化（「統合による連携」「統合以外の連携」それぞれを選択した場合の使用者が
支払う水道料金への影響、安全性・安定性を確保するための施設整備への影響な
ど）して、「統合以外の連携」の選択判断に説得力を持たせる必要がある。
　「広島県水道広域連携推進方針」は広島県が令和２年６月に公表した方針であ
り、この公表までに広島市も含む県内各市町と広島県の水道事業者で構成する
「広島県水道広域連携協議会」で協議を重ねてきた上で取りまとめたものであ
る。この「推進方針」を根拠資料とする広島市の回答を受けて、その内容につい
て検証を行った。
　広島市水道局は、「推進方針」は広島県水道広域連携協議会で本市含め参加市
町が意見を述べ議論を行ったうえで作成されたものであり、「推進方針」を根拠
資料とすることに問題はないとのことである。そして、「統合による連携」と 
「統合以外の連携」の二つの選択肢を提示されたことを受けて本市は「統合以外
の連携」を選択したとのことである。

　広域連携による効果の推計に当たっては、各市
町等の決算や固定資産を基に、試算条件を統一し
た上でシミュレーションを行う必要があるため、
平成３０年４月に広島県が市町と設置した「広島
県水道広域連携協議会」の中で、議論を重ねてき
た。その結果を広島県において取りまとめたもの
が「広島県水道広域連携推進方針」であり、これ
が根拠を示す資料に該当するものである。
　また、「統合以外の連携」を選択した判断過程
の資料として、同方針のほか、令和２年６月２３
日の消防上下水道委員会で「統合以外の連携」を
選択することを説明した資料などを保存してい
る。
　監査人の意見を受けて、水道局として統一され
た論理的な説明を行うため、これらの資料を引き
続き適切に保存していく。
　また、水道利用者に意見を求めることは、市民
の代表である市議会へ説明することで適切に対応
している。
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監査人の意見
　水道局は「統合以外の連携」を選択した根拠となる資料、シミュレーション資
料などの検証過程は文書として残しておくことがよいのではないかと考える。今
後も企業団への加入（統合による連携に加わる）の議論が再度出てきた場合に、
過去の検討資料を活用し、当時の判断の経緯を知り得るようにしておくことは有
用であると考える。また、議会や水道利用者に当時の判断について確認や照会が
あった際に水道局として統一された論理的な説明ができる。当時の判断過程の詳
細について引継ぎなどを容易にでき水道局職員全体で共有しうると考える。
　他方、「広島市水道ビジョン」にて基本理念を支える柱として「お客さまとと
もに歩む水道」を掲げ、具体的な取組として「広聴活動の充実」を挙げている。
今回の広域連携のように市民の大部分に影響する意思決定を行う場合は、議会へ
の説明、意見の聴取は当然であるが、さらに市民や事業者など「お客さま」であ
る水道利用者へ水道事業の広域連携に関するアンケート調査などを実施するべき
ではなかったかと考える。水道利用者は様々な生活環境、経営環境に置かれてい
るため多様な意見を得ることができるという利点がある。また、アンケートの結
果、圧倒的多数で同意見であれば水道局としてもそれを背景に積極的に施策を推
進することができる利点もあるため、今後同様の事例が生じた場合にはぜひアン
ケート調査の実施を検討されたい。

　　広島市水道施設〔浄水場等〕維持保全計画について
　　　（所管課：水道局技術部計画課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　平成２６年５月に作成後は一度も見直し・更新が行われていない。
　広島市水道施設〔浄水場等〕維持保全計画には、「４　資料」で施設毎の更 
新・廃止予定年数が明記されており、基準年が平成２４年度となっており、現状
でも更新や廃止の予定と現状が乖離する施設が散在する。
　上記計画の「３　長寿命化（更新）計画　（６）ＰＤＣＡサイクルの確立」に
おいては、「全ての施設は、周辺環境や運用状況などにより老朽化の進行度合い
がことなることから、今後も定期的に、日常点検、機能診断、劣化診断などを実
施することで、劣化状況の把握を行い、随時、使用年数や更新時期の再検討を
行っていく必要があります。」と記載されている。

監査人の意見
　計画途中の平成３０年度に西日本豪雨災害が生じている。西日本豪雨災害に伴
い、計画が大幅に変更せざるを得なくなっている。広島市水道施設〔浄水場等〕
維持保全計画についても大きな事象が生じた際は更新することが望ましいのでは
ないかと考える。
　広島市水道局からの回答は以下のとおりである。
　「広島市水道施設〔浄水場等〕維持保全計画は、予防保全型の資産管理によ
り、おおむね５０年先の長期間を見越して、施設の長寿命化と更新事業投資の平
準化を行うための考え方を示したものであり、取組の方針としての性格が強い内
容となっています。
　近年、頻発する豪雨等の災害により施設更新に遅れが生じてはいるものの、取
組方針に関して変更がないことから、これまで広島市水道施設〔浄水場等〕維持
保全計画の見直しは行っておらず、予算計画等に変更内容を反映することで対応
しています。
　また、広島市水道施設〔浄水場等〕維持保全計画の見直しについては、使用年
数や更新時期の再検討時、国や市の基準の改定時など取組方針に大きな変更が生
じた場合に行うこととしています。」
　「広島市水道ビジョン」でもＰＤＣＡサイクルに基づく施策の実施を掲げてい
る。計画の定期的な見直しを検討することとしているものの、具体的な定期的見
直しの方針が決められていない。定期的な見直しの例としては、中期経営計画の
４年毎等、あらかじめ計画の見直し時期を定めておくことが望ましい。

　広島市水道施設〔浄水場等〕維持保全計画は、
施設の長寿命化と更新事業投資の平準化を行うた
めの方針を示したものであり、具体的な取組につ
いては、中期経営計画等の実行計画に反映するこ
とで対応している。
　維持保全計画の見直しについては、使用年数や
更新時期の再検討時、国や市の基準の改定時など
取組方針に大きな変更が生じた場合に行うことと
している。

　　広島市水道管路維持保全計画について
　　　（所管課：水道局技術部計画課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　平成２６年５月に作成後は一度も見直し・更新が行われていない。広島市水道
管路維持保全計画の、「第４章　資料２」では、「既存管路（配水幹線）の評価
結果（総合評価得点の高い順に５０件）」が明記されており、その情報は基準年
が平成２４年度となっており、現状でも更改工事によって現状が乖離する管路も
そのままとなっている。
　上記計画の「３　長寿命化（更新）計画　（６）ＰＤＣＡサイクルの確立」に
おいては、「水道管路は、水圧や土圧、埋設されている土壌の腐食性などにより

　広島市水道管路維持保全計画は、管路の長寿命
化と更新事業投資の平準化を行うための方針を示
したものであり、具体的な取組については、中期
経営計画等の実行計画に反映することで対応して
いる。
　維持保全計画の見直しについては、使用年数や
更新時期の再検討時、国や市の基準の改定時など
取組方針に大きな変更が生じた場合に行うことと
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常に劣化が進行していくことから、今後も計画的に漏水防止調査や管路巡視、管
体調査を実施することで管路の劣化状況を的確に把握し、使用年数基準や更新時
期の再検討を行っていく必要があります。したがって、ＰＤＣＡサイクルによ
り、定期的に更新計画を見直すこととします。」と記載がされている。

監査人の意見
　計画途中の平成３０年度に西日本豪雨災害が生じている。西日本豪雨災害に伴
い、計画が大幅に変更せざるを得なくなっている。広島市水道管路維持保全計画
についても大きな事象が生じた際は更新することが望ましいのではないかと考え
る。
　広島市水道局からの回答は以下のとおりである。
　「広島市水道管路維持保全計画は、予防保全型の資産管理により、おおむね５
０年先の長期間を見越して、管路の長寿命化と更新事業投資の平準化を行うため
の考え方を示したものであり、取組の方針としての性格が強い内容となっていま
す。
　近年、頻発する豪雨等の災害により管路更新に遅れが生じてはいるものの、取
組方針に関しては変更がないことから、これまで広島市水道管路維持保全計画の
見直しは行っておらず、予算計画等に変更内容を反映することで対応していま
す。
　また、広島市水道管路維持保全計画の見直しについては、使用年数や更新時期
の再検討時、国や市の基準の改定時など取組方針に大きな変更が生じた場合に行
うこととしています。」
　「広島市水道ビジョン」でもＰＤＣＡサイクルに基づく施策の実施を掲げてい
る。計画の定期的な見直しを検討することとしているものの、具体的な定期的見
直しの方針が決められていない。定期的な見直しの例としては、中期経営計画の
４年毎等、あらかじめ計画の見直し時期を定めておくことが望ましい。

している。

　　計画的な管路更新の実施について
　　　（所管課：水道局技術部計画課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　中期経営計画における管路更新計画においては、延長距離が目標値になってお
り、管路更新距離の目標は４年間で１２０㎞となっている。
　現時点の５年間の平均は２４．７㎞となっており、中期経営計画の目標値に達
成していない。また、目標１２０㎞/４年を継続しても、使用年数基準の更新需
要には間に合っていない。
　広島市水道管路維持保全計画（平成２６年５月に策定）では年間２６㎞となっ
ているが、その水準も達成していない年度が散在しており、令和２年度において
未達成となっている。
　広島市水道管路維持保全計画では、「腐食性地盤区分図」が記載されており、
腐食性の高い地域、一般地盤、腐食性が低い地域に属性区分されている。既存管
路の評価で用いる総合評価等を利用した、緊急性の高い順番等の細分化された優
先順位付けがなされている。

監査人の意見
　広島市水道管路維持保全計画（平成２６年５月に策定）においては、既存管路
の評価で用いる総合評価等を利用した、緊急性の高い順番等の細分化された優先
順位付けを行っている。令和２年度の進捗管理について、水道局からは、令和２
年度の管路更新事業実施路線に関する予算・決算時の執行状況を示す資料により
進捗管理を行っているとの説明を受けたが、広島市水道管路維持保全計画の優先
順位に示されている細分化された管路の管理ではなく、それらを繋ぎ合わせた路
線単位での管理となっている。路線単位での進捗管理も非常に重要であるが、広
島市水道管路維持保全計画で優先順位付けされている細分化された管路の進捗管
理も取り入れることが望ましいのではないかと考える。
　他方、広島市水道管路維持保全計画においては、更新事業量の平準化から更新
延長を毎年２６㎞/年と設定しているが、この試算は「腐食性が低い地盤」を前
提とした管路評価となっており、腐食性が高い地盤及び一般地盤よりも使用可能
年数が長く見積もられているおそれがある。今後、更新計画における「腐食性が
低い地盤」について再検討した場合、更新延長が毎年２６㎞よりも増加する可能
性がある。使用可能年数の見積については、適切な地盤区分に基づいた設定とす
ることが望ましいと考える。
　「広島市水道ビジョン」では年間４０㎞の更新延長を将来的な目標としている
が、現時点では年間平均が２４．７㎞に留まっていることから、長期的な目標設
定が形骸化しないよう、計画的に更新延長を実施することが求められる。

　中期経営計画に位置付けた管路更新の進捗の遅
れの主な要因は、平成３０年７月の豪雨災害の影
響のほか、入札の不調、工事内容や発注時期の見
直しによるものである。
　今後の管路の更新に当たっては、入札不調件数
の低減及び工事の円滑な実施を図るため、引き続
き、工事着手日選択型契約方式の試行や施工時期
の平準化に取り組むなど、施工業者が安定的に応
札できる環境を整えるとともに、工事発注前の関
係機関との調整を更に徹底し、計画的な執行に努
める。

　　計画的な施設更新の実施について
　　　（所管課：水道局技術部計画課）
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監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　中期経営計画における目標管理「施設の更新か所数」の進捗が、前中期経営計
画の次期持越金額が２，７９０百万円（１４施設のうち１３施設）であり、現中
期経営計画における施設更新計画の進捗は３１．５％（最終的に令和３年度は、
１８施設のうち７施設が更新される見込）と予定から大幅に遅れている。

監査人の意見
　中期経営計画毎に投資予算を設定しているものの、前中期経営計画から持ち越
し及び予算額の変更が散在する。前中期経営計画における執行率は６０．５％及
び持ち越し額は２，７９０百万円となっている。施設更新の進捗管理及び見積の
精度を慎重に実施することが求められる。

　中期経営計画に位置付けた施設更新の進捗の遅
れの主な要因は、平成３０年７月の豪雨災害の影
響のほか、入札の不調、発注時期の見直し、用地
取得に関する地元との調整に時間を要したことに
よるものである。
　今後の施設の更新に当たっては、入札不調件数
の低減及び工事や用地取得の円滑な実施を図るた
め、引き続き、工事着手日選択型契約方式の試行
や施工時期の平準化に取り組むなど、施工業者が
安定的に応札できる環境を整えるとともに、工事
発注前の関係機関等との調整を更に徹底し、計画
的な執行に努める。

　　水需要の低下を補う新たな収益源の模索について
　　　（所管課：水道局企画総務課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　「広島市水道ビジョン」や「中期経営計画」において、水道局は将来的に水需
要の減少を見込んでいる中、その必要性を認識し、中長期的な収益源の確保の検
討は行っているものの立案～実行フェーズに至っておらず、必ずしも検討が十分
に行われているとはいえない現状がある。新たな収益源の確保に向けて一層、積
極的な取組姿勢が必要である。
　広島市水道局において現在行っている水道事業とは異なる収益事業の主なもの
として庁舎の一部賃貸事業や広報印刷物への広告掲載事業がある。しかし、これ
らの事業による収入は限定的で、長期的な財政収支の改善に直ちに寄与するとは
考えられない。そこで長期的視野に立った収益改善に寄与する新たな事業を水道
局全体として模索する必要があるのではないかと思われる。まずは幹部会議等で
新規事業の検討を行い、幹部から率先して知恵を絞る場を設けるなど環境を整え
ることも一案である。
　新規事業を考える場合、水道事業と全く異なる異業種へ進出することはリスク
が大きくなるため、まずは水道局がこれまで蓄積してきた技術を他方面へ活かす
方法を模索することも一つの案と思われる。
　「広島市水道ビジョン」Ｐ３８　施策目標Ⅳ　健全経営の推進　１財政基盤の
強化の具体的な取組（４）において「本市の有する経営資源を生かし、水道水の
多様な活用など新たな発想による収入の確保に取り組みます。」と記載している
ことから、広島市水道局としても新たな収益源の確保は課題として認識している
と認められ、早急な取組が求められる。

詳細情報
　一つの案として考えられるのは水道技術の海外移転・販売による収入向上であ
る。総務省の「自治体水道事業の海外展開事例集（令和３年３月）」にある民間
連携・海外展開事例に他の自治体の採用事例が公表されている。安全な水を提供
する技術は海外のどこにでもあるというものではなく、今現在も飲用水が満足に
届かず大変な苦労をしている人々がいる海外地域も多い。それだけに海外におい
てもコストを掛けてでも日本の水道技術を自国へ導入したいというニーズは多い
ものと思われる。
　この点に関して広島市水道局も関心は高く、自治体水道国際展開プラット
フォーム（海外展開に関心の高い２１水道事業体と日本水道協会で構成）に参画
し、参考事例などの情報収集に努めているとのことである。この中で水道技術の
海外移転・販売を新たな収入として位置づけているのは１事業体のみであったこ
とが判明し、広島市水道局はこの事業体へ出向き現地で調査を実施した結果、採
算性は乏しく、現時点で採算確保は困難とした。
　今回の調査結果は他の事業者の例として現在のところ水道局内に保存されてい
るが、今後技術進展や海外の経済情勢が変化した際に事業化をいつでも再検討が
行えるようにしておくことが必要である。
　また、民間企業と共に新事業を開発していくことも一つの方法と考えられる。
他自治体の事例として民間企業と協議会を立ち上げ、会員企業と定期的に会合を
持って情報を共有し連携を深めている北九州市海外水ビジネス推進協議会（ＫＯ
ＷＢＡ）のようなケースもある。このような民間企業の情報から新たな新事業へ
のヒントが得られることも少なくないと思われる。民間企業などからのリソース
やノウハウを積極的に習得していくことも新事業開発のみならず、既存の事業に
も好影響を及ぼす可能性もあり、検討の余地がある。その上で独自の取組すなわ
ち新事業を見出し、地方公営企業としての社会的意義を高めることにより若い優
秀な人材獲得にも好影響を期待できる。
　上記のことについて、水道局に見解を求めたところ、「本市においては、節水
型社会の進行や今後の人口減少等により、給水収益の減少が見込まれます。この

　水道局では、新たな収益源の確保に向けた取組
として、これまで職員からのアイディア募集を実
施するなど、職員一人一人の経営改革に対する意
識付けや組織風土の醸成を図ってきたところであ
り、今後も継続して取り組んでいく。
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ため、これまでも人件費の削減をはじめ、徹底した経費の削減に取り組むととも
に、未利用地の売却など収入の確保策を実施するなど、継続的に経営効率化を推
進しているところです。新規事業については、これまでも民間企業のリソースや
ノウハウを活用したものを含めて検討を行っています。水道技術の海外移転・販
売による収入の向上については、現時点では事業化することは困難であるため、
他の事業体の調査結果を適切に保存するとともに、今後、技術進展や海外の経済
情勢が変化した際には、事業化を再検討できるように体制を確保しています。ま
た、職員提案制度においてアイディア等を募集するとともに、若手職員を中心と
したワーキンググループを立ち上げて検討を行うなど、職員が自由に発言できる
職場環境を整えています。」とのことであった。

監査人の意見
　新規事業は当初思いもよらないところから始まって展開していくことが少なか
らずある。そのためには水道局職員が自由に発言できる社風や斬新な発想を許容
するような職場の雰囲気を作り、日頃の水道事業業務の中で感じる不便さや遊び
心から生まれるアイディア等が評価されるような職場環境の醸成も検討された
い。

　　事業体としての研究開発業務の活性化について
　　　（所管課：水道局技術部調整課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　令和２年度の決算書をみると技術企業として研究開発関連支出についての記載
がなく、研究開発費としての計上金額も見当たらない。
　会計上の研究開発の定義については以下のとおりである。

　水道事業は市民の命の源泉となる水を扱うものであるため、高度な技術と大規
模な設備をもって展開される装置産業であり、他方で常に科学技術の進歩を取り
込むものでなければならない技術産業とも考える。当然そこには最新技術の導入
によるコスト削減も含まれる。現在直面している設備更新コスト削減の問題であ
れば耐用年数を伸長するような新素材の研究、災害時でも水の安定供給が可能と
なるような濾過技術や新薬品の開発、海水の淡水化、水道管や水道水に異常が発
生した場合の検知システムなど今後も新たに創り出さなければならない技術は少
なからずあると考えられる。産学連携により大学との共同研究なども可能と思わ
れる。

監査人の意見
　中期経営計画（平成３０年度～平成３３年度）のＰ１３では以下のような記載
がある。
　「…（前略）…財政収支計画（平成３０年度～平成３３年度）では事業運営に
必要な資金を確保できるものの、このまま推移すると次期の財政収支計画（平成
３４年度～平成３７年度）では資金不足を生じることが見込まれる状況にありま
す。」
　このような記載にもあるとおり水道事業の将来は決して楽観視できる状況では
なく、事業にとって起爆剤となるような革新的技術の開発が求められているとい
える。これらは一朝一夕に達成できるものではなく、成果が得られるか否か不明
な中でも日頃から研究開発活動を積み重ねることが必要となる。一見、費用対効
果の観点から無駄な業務と考えられるが、知識・技術（ノウハウ）の蓄積だけを
見ても一定の効果は得られるものと考えられる。水道局においては新技術の研究
開発に本格的に着手するための検討を求めたい。

　新技術の研究開発については、令和２年度に民
間企業などとの共同研究制度を設け、これを活用
して令和３年度においては、スマートメーターの
導入に向けて共同開発に取り組んだ。
　今後も、当該制度を活用し、継続して新技術の
研究開発に取り組んでいく。

研究とは、新しい知識の発見を目的とした計画的な調査及び探究をいう。（研
究開発費等に係る会計基準）
開発とは、新しい製品・サービス・生産方法（以下、「製品等」という。）に
ついての計画若しくは設計又は既存の製品等を著しく改良するための計画若し
くは設計として、研究の成果その他の知識を具体化することをいう。

　　水道料金逓増料金制度の見直しについて
　　　（所管課：水道局財務課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　広島市水道料金は、従前より水道使用料が一定量を超えると水道料金単価が上
昇する「逓増型料金制度」を採用している。
　逓増型料金制度は、使用水量が「１～１０」、「１１～１５」と増加する
ことに単価が５円／、１０６円／と上昇するものである。
　特に高度経済成長期においては水道使用量が増加傾向にあったため、節水の奨
励の意味合いも含めて逓増型料金制度の適用は有効であった。しかし、近年の人

　現行の中期経営計画の計画期間である令和４年
度から令和７年度までの間は、水道料金の改定を
予定していない。
　このため、令和８年度以降の中期経営計画の策
定に当たって料金体系の見直しを行うときには、
国（厚生労働省）の「新水道ビジョン」で示され
た考え方を視野に入れつつ、包括外部監査の意見
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口減による水需要の減少や節水設備の普及、ミネラルウォーターを小売店で飲用
水として販売していること等もあり、水道事業を取り巻く経営環境が変化してき
ていることも事実である。こうした中、逓増型料金制度が実態に合ったものかど
うか検討を要する状況であると思われる。他方で市民や事業体の節水努力が報わ
れる制度も担保される必要がある。平成２２年度の広島市包括外部監査でも逓増
型料金制度について取り上げられ、当時は用途別料金体系の格差解消を提言する
ものであった。しかし、現在は給水収益が減少に転じ、将来における資金不足が
懸念される状況となり、水道事業そのものの存続を図ることを踏まえての水道料
金改定を検討しなければならない状況といえる。

詳細情報
　このような状況のなかで、国（厚生労働省）は、平成２５年３月公表の『新水
道ビジョン』において、「逓増型料金制度の検証」として、水需要減少傾向の中
で緩やかな逓増型料金体系の見直しを提言している。国においても事業存続を念
頭に置いた提言になっている。

（出典：厚生労働省「新水道ビジョン」（平成２５年３月公表））
　以上のように水道料金の見直しは広島市水道局のみならず、全国の水道事業者
で重要な課題となっている。具体的に見直しに着手している水道事業者や、既に
水道料金体系を変更し運用を開始している水道事業者もある。

監査人の意見
　広島市水道局では、これまで財政収支や水道利用者への影響を踏まえ、従量料
金の逓増率を緩やかにする料金見直しの検討は行っている。しかし、前に述べた
とおり給水収益が年々減少することが見込まれ、事業を取り巻く経営環境が大き
く変化するなかで、水源が豊富で水不足の懸念が少ない広島市においては逓増料
金制度の中でも部分的に需要促進型の水道料金体系の導入等、料金制度を検討す
る時期に来ているものと思われる。

も踏まえ、水道施設の更新財源を適切に確保する
とともに、市民生活へ与える影響や大口利用者と
小口利用者の負担の均衡を考慮した料金体系のあ
り方を検討することとする。

７．３新たな発想で取り組むべき方策
７．３．１料金制度の最適化
①　逓増型料金制度の検証
…（前略）…料金制度を２部料金制として、収入の７割程を水量の増減で変動
する従量料金で回収している事業がほとんどです。さらに、大量に使用する業
務・営業用などの給水契約において、逓増型体系をとっているところも依然多
い状況です。これら、従量側に偏った、かつ逓増型の料金体系は、水需要が右
肩上がりで水資源が不足していた時代には適応していましたが、水需要が減少
傾向にある現状においては、需要減少以上の速さで収入減を招き、固定費部分
の料金回収も出来なくなる恐れがあるなど、安定経営に資する料金体系とは言
い難い状況です。このため、社会環境の変化に伴い、経営の安定に向けた料金
体系の見直しを検討する必要があります。

　　月次損益の報告について
　　　（所管課：水道局財務課）

監　査　の　意　見 対　応　の　内　容

現状（問題点）
　月次損益及び月次分析は幹部会議で報告されていない。

監査人の意見
　期中の損益の状況や予算と実績の状況を把握することは経営管理の観点から重
要である。令和２年度６月２３日開催の幹部会議（課長会議）で、令和元年度水
道事業決算概要について報告されている。しかし、月次の損益状況や予実分析に
ついては、その損益状況や分析結果の共有が幹部会議で報告されていない。少な
くとも幹部会議で四半期に一度程度は共有してはいかがか。

　地方公営企業である水道事業では、年度中途に
おいても常に財政状態及び経営活動の状況等を把
握しておく必要があることから、地方公営企業法
に基づき、管理者は毎月末日をもって計理状況報
告書を作成しているところであり、適切に経営管
理を行っている。
　また、予算の執行に大きく影響を及ぼすような
事案が発生したときには、これまでも必要に応じ
て幹部会議において共有を図っている。
　今後においても、監査の意見を踏まえつつ、適
時適切に幹部会議へ報告することとする。




